


地方社会保険、事・務局の典型的な組織形態  
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社会保険事務所の典型的な組織形態  

区 分   組 織 形 態 図   

大規模  所長  次長  庶務課   

社会保険事夢所  

（70人程度）  業務次長  業務第1課  

業務第2琴  

業務第3課  

徴収課  

悟民年金勢．1∴朝※  

l国展年金柴旦■朝  

定員6‘0人以上  

21・事務所  総合相談室  年金給付課   

所長  庶務課   

社会保険事務所  

業務第－1課  

業務第2課  

徴収課  

画民棚革潮※  

悟民年金第・2■朝  

中規模  （50人程度） 定員40人以上 60人未満 148事務所   次長   業務次長            総合相談室  年金給付課   

小規模  所長  庶務課   

社会保険事務所  
●  

（30人程度）  業務・課   

徴収課  

l国民年金業務翻  

定員40人未温  

143事務所  総合相談室 年金給付鰊   

※2課制の場合の事務分掌は、業務内容（資格・免除等及び保険料収納等）により   

分けている事務所が多いが、管轄区域により分けている事務所もある。  

（注1）職員数は、平成17年4月1日現在。  

（注2）典型例を示したものであり、事務所ごとに詳細は異なる。  
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社会保険庁の体制について  
（平成17年度末）  

事  項   Ⅰ 種 職 員   Ⅰ・Ⅲ 種 職 員 等   

職 員 数   31人   842人   16，492人   

採 用 区 分   厚 生 労 働 省   本  庁   各地方社会保険事務局  
（平成13年度からは7ブロック単位で採用）   

試験等条件   
国家Ⅰ種試験合構者   画 象Ⅰ・Ⅲ 種 試 験 合 格 者   

注1）「Ⅱ・Ⅲ種職員等」には、選考採用される医療職等の職員が含まれる。  

注2）本庁と社会保険事務局間の人事異動 202名［本庁→47事務局］、′103名［44事務局→本庁］  
（18年4月現在）  

注3）社会保険事務局閏の人事異動 159名（18年4月現在）   



社会保険庁をめぐる不祥事案等に関する調査報告書（抜粋）  

（平成17年1月1．4日）  

Ⅶ社会保険庁における不祥事発生の構造的背景について  

1社会保険庁の組織の構造問題  

（1）一内部統制（ガバナンス）の不足   

の東野苛鱒できず、紬鱒管理を十分lこ行うことができなかっ程。   

また、旧厚生省では、本省の幹部は、乗務マネジメントという社会保険庁の仕事を必ずしも重視せず、社会保険  

庁に対して●、補佐、係長クラスも含めて十分なⅠ種職員の革置をするといった対応を行ってこなかった。   
さらに、旧厚生省では、社会保険の地方紙織での経験をさせることl掴民皆年金制鹿創成時を除いて行っておら  

ず、社会保険の現場に対する意識が高まらなかった。   

このような中もⅠ種融点との間でl£∴お互いに、予算脚  
本尽寧・町種職属に任せてⅠ嘩聯屑l欄与しない1という長年鱒成された。  
一九本庁Ⅱ「Ⅱ櫛鱒に机、ても、急速郵闇錘ともに増大tてきたが、専門の革  
具 成は十分に行われていたとは言えず、拡大するポストの中で  に昇進が行われるなど、能力主義に立った  
人政 が行われなかった。   

こうした状況が相まって、内部統制（ガバナンス）の不足した組織になったと考えられる。   



（～）「内向きで閉鎖的な組織体茸」の下で生じた予算執行の甘さ  

厚生労働省の本省は、専門分野を持つ複数の人事グノレープが入り組んで配置され、各局と大臣官房との関係を含   
め、異なる軌こよる牽制体制がある程度存在している棚帥睦である。しかしながら、社会保険庁では、単一の人   
事集団が過度の共同体意艶を有する中で、内向きで閉鎖的な組織体貢が形成されてきたと考えられる。   
一方、社会保険庁は、厚生細別会計、国民年金特別会計、船員保険特別会計の3うの特別会計を運営し、そ   
の予算規模は約77兆円に達する。そのうち大部分が給付費であるが、急速に高齢化が進む中で、事業連営章も人   
件費やオンラインシステム軽費を含めて、約5千数百億円の規模となっている。   
このように、草葉規模が大きくなり、扱う金籠も大きくなってきたにもかかわらず、内向書で閉鎖的な細織体質   
であったために、常亡国民本位の視点に立って培わなければならないコスト感覚が緩み、予算執行の厳格さへの意   
隷が十分でなく、また、内部褒制体制によるチェックの仕組みも不十分になったと反省される。  

紬織の構造開港については、これまで述べてきた内部統制（ガバナンス）の不足や「内向きで閉鎖的な組織体貫」   
に加え、以下のような地方事務官制に起因する開港もある。   
すなわち、地方庁の職員は、昭和22年の地方自治法制定に際して、当分の間の措置として、国が任命する国家   
公務員であるが都道府県知事が指揮監督するという地方事務官とされた。  

一   

遅れた。その結果、   
①醸   

② また、地方庁 は、半l珊 県の という †あり、道府県を超えた異動も行われず、ノウハウ  

鮒配なった。   

今後、いわゆる三 、の現題にも しながら、こうした組織の構造問題を踏まえて、  革 進める   
がある。   



社会保険庁改革の在り方  

一社会保傾庁を廃止・解体し、国民の信頼を得ることので書る新組織を設立－  
○ 社会保険庁を廃止・解体し、平成20年10月、公的年金及び政管健保について、それぞれ新たな運営主体を設立。  

○ 公的年金の運営を担う新組織については、  

①名実ともに新たな国家行政組織として再出発する観点から、現在の「外局」ではなく、厚生労働省の「特別の機関」として「ねんきん事業機構」を設立することとし、  

②外部人材の登用による「年金運営会議」及び「特別監査官」といった新しい構造・機能を備えるとともに、  

③1万人程度（常勤約3，500人、非常勤約6，300人）の人員削減、民間企業的な人事評価制度の導入、地方組織の抜本改革等の構造改革を行うほか、  

④年金受給者や年金保険料負担者等の意向を事業運営に反映させるため、「運営評議会」及び「地域運営評議会」を設ける。  

○ 今国会に「ねんきん事業機構法案」を提出。（国民の信頼に足る新たな組織としての再出発を明らかにするため、厚生労働省設置法の一部改正ではなく、公的   

年金の事業運営の基本等とともに新組織の設置を定めた新たな単独立法とする。）  
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免除申請処理の流れ  

被保険者   市区町村   社会保険事務所  事務局事務センター   業務センター  委託業者  

免除申請書 ・受付・確認  

1   
PCイ     成・手書き  OCR  

所得情載 OCR帳票  
入力  

印・市区     町村証明等）  

単純に判断出来ない申請書  

‾  〟R‖麿お  

1壁坦 免除承認免除承認 キーボード入力キーボード入力  

国民年金こ  

l 

ロ 被保険者ファイル  

INS又はKP  孟速壁 

免除申 通  

，十′、ガキ 昔   請承認朝下免除申請承 琵行通知 ハガキ（目隠しシール又l b   ・却下 口 野鍼）            1－J 免除申請承認・却下免除申請承認・却下 通知書発行一覧表通知書 ll  

q 納付書MT 作成処理  

一  
一覧表 

一覧表  

免除申請承認・却下 通知書■  

田 l受付簿整理】   

納付書 ．  



入 力 装 置  出 力 装 置  

O C R（光学式文字読取装置）  高速KP（高速漢字プリンタ）  

※平静き文字及びOCR用倍率を光学的に読み取る装置  

二三・・  

I N S  
（インサータプリンタ）  

W M （窓口装置）  KP（漢字プリンタ）  

※申浄害等入力、被保険者記録等照会装置   燕証書・通知を単葉で印刷する装置   ※証番・通知を連統帳棄で印刷する装置   

q  



免除等の不適正な事務処理の典型例  

（1）本人の意思確認をしないまま承認した事案の例  

′‾■‘‾‾■■‾ ‾‘‾ヽ  

l  

l本人に通知せず  
l  

【（1）（D〔本人への通知あり〕の典型例】  ヽ＿＿＿＿暮＿′  

文書勧奨、電話勧奨、戸別訪問を行っても接触ができなかった者について、本人の意思を確認せずに、  

なく、免除等の承認を行い、本人に通知。（京都）  

申請書を作成すること  

■－－●■■■■一●■■－－ －－－－－t－－－－■－－－一－－－－－■■－－■－■－－－－－－－■■一一－－－－－－－－－－－－－■－－－－－－－■－■－－－一一－1■■－■●■■－一■■－■■－■■■■t■－■■■■■■l－■  

：①ア「細付猶予、免除を希 望されない方は○月○日までに連絡ください。潮  

‾■  

：①ア「納付猶予、免除を希望されない方はd画  

：とみなします。止いう趣旨の文書を送付し、回答のなかった者に対して、免除等の承認を行い、本人に通知。（東京、静臥三重、  
；大阪、長崎） l  

：①イ本人の意思を確認せずに、免除等の承認を行い、承認通知書に、閻忍の取消しを行います。」という趣  

；旨を記載した文書を同封して、本人に送付。（岐阜）  
■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■・■■■－－－－－－t－－一－－－－－－一一－－－－－－－－一一－－－－t－－■■－－－t■t■■●－■－■－＿＿＿  

【（1）②〔本人への通知なし〕の典型例】  

申請書の提出勧奨を行うとともに、確実に納付免除に該当する者について、本人の意思確認をせずに、免除等の承認を行った  

上、本人にも通知しなかった。（埼玉）  
1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

l  

■■－■－■■一■■■－－－－1－■■■■■■■■■－■－▲■－一一－■－－－－－－■－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－■－－－－－t一－－－－‥一一－－－－－一一－－－－－－－－一－一一－－－－－－－－－－■－－－－－－■－－－■－－－－－－●－－－■－■■●●■－■■l－■■■■■－■■■  

②ア「免除、納付猶予を希望されない方は連絡ください」という趣旨の文書を送付し、その後申請書が提出されていない者につい   

て、本人の意思を確認せずに、免除の承認を行った上、本人にも通知しなかった。（静岡）  

②イ本人の意思を確認せずに、免除等の承認を行い、承認通知書は作成しなかった。その後、申請書の提出を求め、申請書が提   

出されない方については、免億等記録を取り消した。（秋田）  
－－－－－－■■■■■■■－－■●－－■－－－－－‥－－－－－－－－－－－－－一一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－t－－－－－－－－－■－－●■■●－－■   



（2）電話等により意思確認を行って承認した事案の例  

承認通知書   

の送付  

承認 

（オンライン処理）  

＝二幸  

I一一‾■■－■‾‾‾‾■■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾ ‾‾「  

：（注）意思確認の「事碩」とは、電話等により、  

、ることとする。  
一＿■■t＝■－－t■－－■－■■■●－－一■－－－－－一一－－－－－－－－一－一一一－－t－－－－－J  

【（2）①〔意思確認の事蹟なし〕の典型例】  

【（2）②〔意思確認の事蹟あり〕の典型例】  

本人の免除申請意思を確認し、その事績を残した上で、免除申請書を代行作成し、免除の承認を行い、本人  電話勧奨により、  

に通知。（茨城等）   

【（2）③〔申請書をすべて受領〕の典型例】  

本人の免除申請意思を確認し、免除申請書を代行作成の上、免除の承認を行い、本人に通知。その後、すべ  電話勧奨により、   

ての免除承認者から押印がされた申請書を受領した。（福島）   




